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１ はじめに
本稿の目的は、先の紀要の拙論?で提起した課題に答え、主として中等教育における金融経済教育
のテキストを開発するための取組の一環である。
周知のように、経済の構造的な変動の渦中に置かれた現代日本の経済社会では、国民生活をめぐっ
てさまざまな問題が発生し、主権者の国民に多種多様な経済的リスクが転嫁されている。それは、
基本的には、規制緩和が先行し、国民生活や労働現場における各種の権利が侵害されているからで
ある。したがって、経済ルールや市場のルールを整備し、またルール違反に厳格に対処できるよう
なシステムの整備が火急の課題である。
だが、他方で、そのような経済社会のもとで、わが国の未来を担って生きることになる学齢期の
若者たちに対する経済教育を充実させていくことも、火急の課題であろう。グローバル化し、情報
化し、さらにハイリスク・ハイリターン型のさまざまなビジネスが台頭してきている現代社会にお
いて、わが国の未来を担う学齢期の若者たちが、「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要
な資質」を身につけ、「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する」
（「教育基本法第2条（教育の目標）」）ための経済教育が求められている、といえるからである。
２ 最近の消費者を取り巻く環境
２-１ 現代日本の消費生活相談状況
現代日本の経済社会は、消費者をめぐってさまざまな問題が発生している。巨大都市東京は、各
種の経済問題が集中して現出する地域でもある。そこでは、消費者生活に関連した問題も多発して
いる。最近の消費者を取り巻く環境について、東京都の消費生活相談状況（2006年度）を参考にし
て、その特徴を指摘しておこう。
(1) 東京都の消費生活センターに寄せられた消費生活相談件数は、2006年度、136,692件であっ
た。都民の1,000人に 1人が、自分の被った被害をセンターに相談したことになる。
(2) 架空・不当請求に関する相談は減少傾向にあるが、依然として全相談の2割を占める。架
空・不当請求の相談のうち、有料サイト等の利用料金に関連したものが約7割を占めている。
(3) 「通信販売」は引き続き減少しているが、販売購入形態別に構成比をみると、その3割を
占めている。
(4) 消費者の相談方法は「電話」89.5％、相談区分は「苦情」が 94.0％を占める。
(5) 相談者、契約当事者とも、30歳代以下の比率が減少し、40歳代以上の比率が増加している
が、年代別では、30歳代が最も多く約2割を占める。
(6) 商品・役務の大分類別相談件数を見ると、最も相談が多かったのは前年度に引き続き「運
輸・通信サービス」（30,954件）である。第2位は「金融・保険サービス」（19,270件）であ
り、金融商品や保険、フリーローン・サラ金に関する相談が増加した。第3位は「土地・建
物・設備」（16,740件）である。
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(7) 相談内容別に見ると、「契約・解約」が圧倒的に多く、全相談件数の79.4％を占めている。
次に「販売方法」が36.8％、「価格・料金」が15.7％、「品質・機能・役務品質」が11.2％、
「接客対応」が10.5％と続いている。
(8) 相談を商品と役務（サービス）に分けると、「商品」に関する相談が41,839 件（30.6％）、
「役務（サービス）」に関する相談が89,318件（65.3％）である。
(9 ) 増加が顕著な相談は、商品・役務別（中分類）では、「フリーローン・サラ金」（757件増）、
「株」（394件増）、「損害保険」（340件増）、「移動電話サービス」（277件増）などである。「フ
リーローン・サラ金」では、多重債務や金利・利息に関する相談が多い。「株」に関する相談
では、昨年度に引き続き未公開株に関する相談が約8割を占めており、「必ず上場するといわ
れて未公開株を購入したが期日になっても上場しない」といった相談が多く寄せられている。
「損害保険」では、保険会社の不払い問題等が社会問題化した影響もあり、火災保険料の過
払いや自動車保険の補償についての相談が増加した。「移動電話サービス」では、携帯電話料
金やサービス内容に関する相談が急増した。これは2006年 10月から開始されたナンバー
ポータビリティ制度をきっかけに新しいサービス等が提供されるようになったことが一因と
考えられる。
販売方法別にみると、利殖になることを強調して投資や出資を勧誘する「利殖商法」（208
件増）に関する相談や、閉め切った会場等に人を集めただ同然で日用品等を配って雰囲気を
盛り上げた後、最終的に高額な商品を売りつける「SF商法」（181件増）に関する相談が、い
ずれも高齢者を中心に増加している。
その他、「多重債務」に関する相談が1,088件増加した?。
東京都に代表されるこうした消費生活相談状況は、全国的な傾向を象徴している。とくに注目さ
れるのは、第2位を占める「金融・保険サービス」（19,270件）であり、金融商品や保険、フリーロー
ン・サラ金に関する相談が増加したことである。現代日本の消費者は、多種多様に提供される金融・
保険サービスによって、さまざまな被害を被っていることが分かる。
２-２ ?金融ビッグバン」と消費者教育
金融・保険サービスが消費者相談の上位を占めるようになった背景は、経済社会システムの変化
にある。近年実施されたわが国の金融ビッグバン（表1参照）は、アメリカのウォール街と金融業
界の意向に沿った規制緩和が一方的に推進され、それによってハイリスクにさらされる消費者の保
護や消費者教育制度の整備を怠ってきたからである。とりわけ、金融に関する消費者教育や学校教
育は、英米と比較しても、著しく遅れている現状にある。
現代の経済は、グローバル化し、情報化し、さらにハイリスク・ハイリターン型の金融ビジネス
が急速に台頭してきている。1990年代の日本版金融ビッグバンは、預金業務と貸出業務を中心にし
ていた従来型の金融システムを抜本的に改革し、貯蓄よりも投資を推奨するアメリカ型の金融シス
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テムを根付かせることになった。またグローバル化が進展し、海外から各種の金融機関やファンド
が国内に流入し、ハイリスク・ハイリターン型の多様な金融サービスを展開するようになった。
表１ 金融システム改革（ビッグバン）の概要
? ヒト・モノ・カネのグローバルな自由移動とビジネス展開
●国境を越えた企業や金融機関の合併買収（M&A）、乗っ取りが展開できる
●輸出入業を営む企業は、外為銀行を通さないで、内部で差額相殺できる
●外国の証券会社に口座を開設して、外国の株式や債券に投資できる
●外国の銀行に口座を開設して、ドルなどの外貨預金ができる
●国内にドルショップができ、コンビニなどでも外貨と円の声買ができる
? 多様化する金融商品と金融持ち株会社の誕生
●ハイリスク・ハイリターン型の多様な金融商品が開発・認可される
●銀行・証券・保険などの金融業務の垣根をなくし、相互に参入できる
●銀行・証券・保険などの金融産業の株式を保有・管理する持ち株会社の誕生
●多様な金融ビジネスのすべてを展開できる金融コングロマリットの誕生
●内外のさまざまな金融市場を支配する少数の金融ガリバーが誕生する
? 証券ビジネスと証券化関連金融商品の拡大
●銀行など金融他業態からの証券取引への参入と証券売買手数料の自由化
●インターネット証券など、店頭市場の育成・強化とグローバル化
●ストック・オプションなどの証券デリバティブ、各種投資信託の全面解禁
●資産担保証券の認可など、新しい証券化関連金融商品が開発・認可される
●伝統的銀行業務より、手数料、資産運用、M&Aなどの証券ビジネスの活発化
? 日本版金融ビックバンの問題点
●透明性と公平性を担保する市場経済の厳格なルールがまだ未整備の状態
●市場のルールを犯した企業・金融機関に対するペナルティが不十分
●市場を監視する独立した監督機構と制度が未整備のため、金融犯罪が再発
●大衆投資家と消費者保護のルールや制度や未整備で、リスクが転嫁される
●弱肉強食の自由競争が優先し、セーフティネットや金融経済教育が不十分
（出所：山田博文『これならわかる金融経済（第2版）』、大月書店、2005年 12月、167ページ）
そのため、現代日本の消費者を取り巻く環境は大きく変化した。従来では存在しなかったような
多様な金融サービスが提供され、低金利下においても高い利得を得ることもできるが、莫大な損失
を抱えこんでしまうようにもなるハイリスク・ハイリターン型の多様な金融商品?に取り囲まれて
生活するようになった。一般の商品と比較した場合の金融商品の特徴は、その仕組みが複雑である
だけでなく、目で見て、手で触って確かめることのできない商品であることにある。そのために、
消費者にとって、金融商品の利益だけに目を奪われることなく、その安全性や確実性を確かめるこ
とは困難である（表2参照）。
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表２ 金融商品の性格
重視すべき基準
商 品 安 全 性 流 動 性 収 益 性 取扱先
普通貯金
通常貯金
元本保証あり。国や預金保険制
度の保護対象。
手数料なしで、いつでも出し入
れが自由。
出し入れが自由な分、金利は低
い。
貯蓄預金
通常貯蓄貯金
元本保証あり。国や預金保険制
度の保護対象。
いつでも出し入れが自由。但し、
商品によっては、手数料や払い
戻し制限があるものもある。
出し入れが自由な分、金利は低
い。
預 金
銀
行
、信
金
、信
組
、労
金
、農
漁
協
、郵
便
局
スーパー定期
ニュー定期
元本保証あり。国や預金保険制
度の保護対象。
満期までは基本的に払い戻しが
できない。
原則として中途解約時には解約
費用がかかる。
満期があり、引き出しが制約さ
れる分、金利は相対的に高い。
据置型定期預金
定額郵便貯金
元本保証あり。国や預金保険制
度の保護対象。
据置期間は基本的に引き出しが
できない。据置期間は6か月、
1年が多い。
満期があり、引き出しが制約さ
れる分、金利は相対的に高い。
金銭信託（一般口）
貸付信託、ビッグ
元本保証あり。預金保険制度の
保護対象。
満期までは基本的に払い戻しが
できない。一般口の据置タイプ
は1年以上預けていれば満期日
を指定できる。
満期があり、引き出しが制約さ
れる分、金利は相対的に高い。
信 託
信
託
銀
行
ヒット
スーパーヒット
契約上の元本保証はない。 据置期間は基本的に引き出しが
できない。
据置期間はヒットが1か月、
スーパーヒットが1年。
据置期間がある分、金利は相対
的に高い。
保 険
積立型保険
養老保険
保険契約者保護機構により保
護。
満期までは基本的に払い戻しが
できない。
満期があり、引き出しが制約さ
れる分、収益性は相対的に高い。
保
険
会
社
国債
国が発行。債券の中で最も信用
度が高い。
但し、満期前に売却すれば元本
割れもありうる。
換金するには市場で売却するこ
とが必要。
個人向け国債は1年保有後は国
が額面で買いとる。
償還期間が決まっている分、金
利は割高。市場で売却した場合、
売却益や売却損がありうる。
ほ
と
ん
ど
の
金
融
機
関
が
取
扱
公 社 債
社債
元本保証はあるが、中途売却し
たり、発行会社が倒産した場合
には、元本割れも起こりうる。
換金するには市場で売却するこ
とが必要。
償還期間が決まっている分、金
利は割高。市場で売却した場合、
売却益や売却損がありうる。 証券
会
社株 式
相場の変動に伴い価格も変動。 換金するには市場で売却するこ
とが必要。
相場の変動により売却益や売却
損がありうる。
株式投信
相場の変動に伴い価格も変動。 換金するには市場で売却するこ
とが必要。ユニット型はクロー
ズド期間内は自由に売却できな
い。
相場の変動により売却益や売却
損がありうる。
投資信託
MMF
中国ファンド
契約上の元本保証はない。 据置期間は基本的に引き出しが
できない。
一般的に30日過ぎれば手数料
なしで引き出し可能。
据置期間がある分、金利は相対
的に高い。
証
券
会
社
、
銀
行
、
生
保
金融商品
外 貨 建
外貨預金
外貨建投信
外債
相場の変動に伴い価格も変動。 換金するには市場で売却するこ
とが必要。
相場の変動により売却益や売却
損がありうる。
為替相場が円安になれば為替差
益、円高になれば為替差損が発
生。
(注) 上記性格はあくまでも一般的なものであり、個別商品については、多様化しこれとは異なる場合もあり得ますので、取扱金融機関にご
確認下さい。2005年 10月 3日から、都心部を中心とした一部地域の郵便局で投資信託の販売を開始。
（出所：金融広報中央委員会「平成18年度 通信講座 『くらしに身近な金融講座』テキストⅢ」、2006年 12月、40ページ）
消費生活の安全性や確実性を担保するには、銀行・証券会社・保険会社・各種の消費者金融会社
といった金融商品の生産者や販売者に対して、一層の情報開示や説明責任を課し、違反した場合の
罰則についても厳格に適用するようなシステムの整備が急がれる?。それだけでなく、同時に、学校
教育や社会教育など、さまざまな領域における消費者の金融教育も急務の課題となっている。
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こうした事態に押されて、金融庁は、長官名で文部科学省に対して、学校教育の場で金融教育を
推進してほしい、との異例の要請文（2002年 11月）を出した。すなわち、「近年、金融の分野にお
いては、様々な金融商品やサービスが提供されるとともに、その提供方法もインターネット等を通
じるなど多様化してきております。また、平成13年 10月から、確定拠出年金制度が開始され、本
年4月 1日からは、ペイオフが解禁されたところであります。
このような金融環境の変化の中で、国民が自らの判断と責任で主体的に金融商品・サービス等を
理解した上で、選択することが求められており、そのため、金融の仕組みや取引ルール等に対する
国民の知識・理解を深めることが益々重要になりつつあります。
……我が国の将来を担う児童・生徒に対する金融・証券・保険に関する教育（以下、「金融教育」
という。）が特に重要であると考えているところです。
このような状況を踏まえ、学校教育の中で、「総合的な学習の時間」や各教科等の時間を通じて、
金融教育の一層の推進充実が図られるよう、格別のご理解ご協力を賜るようお願いいたします。ま
た、早期に「学習指導要領」を改訂し、金融教育の位置付けをより一層具体的かつ明確に盛り込ん
でいただくよう、お願いいたします。」?。
この要請文では、多発する金融被害に触れていないことや消費者の自己責任を強調し監督機関と
しての自らの責務に触れていない点で不満を残す要請文であるが、消費者をめぐる環境変化に対応
できる金融教育が急務である、との差し迫った認識がうかがえる。金融庁は、この要請文の文末で、
文部科学省に対して、「早期に「学習指導要領」を改訂し、金融教育の位置付けをより一層具体的か
つ明確に盛り込んでいただくよう、お願いいたします。」、と踏み込んだ意思表示をしている。
３ 学校における経済教育と金融教育
３-１ 学校における経済教育のあり方
文部科学省に対する金融庁の要請と前後して、日本銀行情報サービス局に事務局を置く金融広報
中央委員会は、「金融に関する消費者教育の推進に当たっての指針（2002）」?を公表した。この指針
では、金融に関する消費者教育の直接の目的は、「金融分野において消費者の合理的な意思決定能力
を高めることにある。」、としているが、それによって、次のような効果が期待できる、とする。
すなわち、「（1）消費者は多様な金融商品・サービスを利用することによるメリットを十分に享受
することが可能となる。（2）金融を巡るトラブルの発生防止・消費者保護に役立つ。（3）健全で合
理的な家計の運営およびそれを通じた市場機能の強化に資する。」?。ここでは、金融教育の効果とし
て、「金融を巡るトラブルの発生防止・消費者保護に役立つ」、と指摘する。
その後、内閣府が、「経済教育に関する研究会中間報告書」を公表し、学校における経済教育につ
いて、より実践的にその意義を強調する。すなわち、「経済教育においては、実際の生活がどのよう
に経済と関わっているか意識させながら、論理的な思考法と合理的な選択を身に付けさせることが
重要となる。現行のカリキュラムを参照しつつ、児童・生徒の発達段階に対応して、経済教育の体
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系を整備することを検討する必要がある。」?、と指摘する。
さらに、同「中間報告書」は、「経済教育で何を教えるべきか」と問題を提起し、「初等・中等学
校における経済教育において、その目的の置き方としては、経済学を教えることに傾注するか、実
態経済を教えることに重きをおくか、の二通りがある。両者の違いは、経済学を科学知識として教
えるか、生きるための力（人間力）をつけさせるために実態経済を教えるか、と言い換えることも
可能である。
日本の初等・中等教育において、経済教育で何をどの程度まで教えるべきかを考える上では、こ
の両者の違いは非常に興味深い。特に、旧来の学校教育においては、知識偏重型の教育が行われが
ちであったから、経済教育でもどちらかといえば経済学を教えるタイプが好まれる可能性がある。
しかし、個人が成熟社会のなかで多様な価値観を受け入れながら生活していくためには、論理的
な思考と合理的な選択ができる個の確立を図ることがむしろ重要である。その実現には、各人に実
際の生活のなかでの経済との関わりを意識させ、生きる力を教えていくことが不可欠である。」?、と
敷衍する。
たしかに、この「中間報告書」が指摘しているように、学校における経済教育がたんに経済学に
ついての知識教育であっては不十分である。だが、経済学的な物の見方や考え方、とりわけ批判的、
創造的に経済社会のあり方を読み解ける能力を育むには、経済学の方法や社会科学の学問的な資産
を継承する必要があろう。それは、たんに「論理的な思考と合理的な選択」という枠の中では不可
能である。
そうでないと、実態経済の仕組みや現状について詳しく教わったとしても、それもたんなる知識
に過ぎなくなる。問題は、いかなる分析視点で、何に価値観を置いて実態経済にアプローチするの
か、である。とくに、実態経済におけるさまざまな問題を発見し、その性格や特徴を分析し、解決
の展望を検討するためには、たんに「論理的な思考」を積み重ねても不可能であり、また立場によっ
て異なるはずの「合理的な選択」を行ったとしても、不可能である。
学校における経済教育は、まず独立した人格をもった公民教育として、つまり、「人格の完成を目
指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育
成」（「教育基本法第1条（教育の目的）」）を目的にした経済教育として取り組まれるべきである、
といえよう。そのためには、たんに個人が、アトミックに、「論理的な思考と合理的な選択」を行う
ための経済教育ではなく、「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与す
る」（「教育基本法第2条（教育の目標）」）ための経済教育が求められている、といえよう。
３-２ 公民教育としての経済教育・金融教育
先の「中間報告書」によれば、アメリカでは、経済教育と金融教育について、「経済教育は良き社
会の構成員として必要な知識、金融教育は生きるための技術という使い分けが一般的」??、とみられ
ている。しかも、アメリカでは、近年、経済教育よりも、金融教育、あるいは個人金融教育が中心
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になってきているようである。この点は、目前の短期的な利益を追求し、マネーゲーム化した金融
取引を最優先する「金融資本主義」、「ファンド資本主義」と称される現代アメリカ社会のあり方を
反映している。
たしかにわが国でも、ほぼ200万人と推測される多重債務者、年間20万人を超える自己破産者な
どの現状を見るにつけ、目前の金融トラブルや被害を回避するための金融教育も大きな課題となっ
ている、といえよう。
だが、学校における金融教育は、個人の資産運用や資金調達といった個人金融教育ではなく、増
して金儲けのための教育ではない。この点について、金融広報中委員会は、『金融教育プログラムー
社会の中で生きる力を育む授業とはー』のなかで、以下のように指摘している。「金融教育は、お金
や金融の様々なはたらきを理解し、それを通じて自分の暮らしや社会について深く考え、自分の生
き方や価値観を磨きながら、より豊かな生活やよりよい社会づくりに向けて、主体的に行動できる
態度を養う教育である。」??、と定義する。
また、主に家庭における幼児・児童・生徒を対象にした「金銭教育の概念」についても、「金銭教
育とは、幼児・児童・生徒を対象に、ものやお金を大切にし、資源の無駄使いを避ける心配りを身
につけさせ、それを通じて望ましい人格の形成を目指す教育のことを言います。したがって、金銭
教育は、健全な金銭感覚の育成はもちろんのこと、その延長として人格形成的な性格を持った幅広
い教育概念です。」??、と指摘する。
金融教育や金銭教育は、狭義のマネーや金融について学ぶことではなく、その目的は、自分の暮
らしや社会について深く考え、より豊かな生活や社会づくりのために、主体的に行動する態度を養
う教育である、という指摘は、重要である。これは、公民教育を掲げる教育基本法に定める「教育
の目的」や「教育の目標」に沿っている。
金融広報中委員会は、先の『金融教育プログラムー社会の中で生きる力を育む授業とはー』のな
かで、金融教育の内容については、具体的に4つの分野（A．生活設計・家計管理に関する分野、
B．経済や金融のしくみに関する分野、C．消費生活・金融トラブル防止に関する分野、D．キャ
リア教育に関する分野）を紹介している。
「A．生活設計・家計管理に関する分野
この分野は主に「ウ．資金管理と意思決定」、「エ．貯蓄の意義と資産運用」、「オ．生活設計」に関係し、その他広
く他の目標とも関連する。
?資金管理と意思決定>
ものを大切にする、予算制約や希少性、欲求の制御、意思決定の理解と実践、計画に基づく消費態度、年齢相応
の金銭管理の実践、商品等の情報収集と活用、やりくりや工夫の意義、など。
?貯蓄の意義と資産運用>
貯蓄の意義と実践、金利と期間の関係、継続して物事に取り組む意義、預金・株式・債券・保険等の知識、金融
商品のリスクとリターン、資産運用のバランス、選択と自己責任、投資の意義、投資と投機、など。
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?生活設計>
こづかい帳の活用、計画的な消費・貯蓄、生活設計の意義と実践、将来支出やリスクの把握、収入と職業選択、
ローンのしくみと金利の知識、年金・社会保障制度の知識、自身のライフスタイル、など。
B．経済や金融のしくみに関する分野
この分野は主に「ク．お金の功罪」、「ケ．経済把握」、「サ．経済変動と経済政策」、「シ．経済社会の諸課題と政府
の役割」と関係し、他の目標とも関連している。
?お金や金融のはたらき>
お金のはたらき、信用の意義、銀行の役割、中央銀行の機能、決済機能、金利の意味と役割、新しい決済手段（電
子マネー、ポイント）、カードの種類と機能、など。
?経済把握>
生産や流通のしくみ、ものとお金の流れ、各経済主体のはたらきと相互関係、価格決定のしくみとはたらき、市
場経済の意義、企業の役割と責任、海外経済との関係、など。
?経済変動と経済政策>
景気変動の背景、景気変動と株価・金利・物価の関係、中央銀行の金融政策、政府の景気対策、景気変動とくら
しの関係、など。
?経済社会の諸課題と政府の役割>
時事問題への関心、諸課題の理解、政府の役割と機能、課題の解決策の検討、など。
C．消費生活・金融トラブル防止に関する分野
この分野は主に「カ．自立した消費者」、「キ．金融トラブル・多重債務」、「ク．お金の功罪」に関係し、他の目標
とも若干関係する。
?自立した消費者>
消費者の権利と責任、消費者基本法、契約の知識、自立した消費者意識、行動できる消費者、情報の活用と留意
点、など。
?金融トラブル・多重債務>
金融トラブル事例の知識、多重債務の知識、クレジットカード等の機能と使用上の留意点、インターネット・携
帯電話利用の留意点、消費者契約法、金融商品取引法、金利計算能力、予防や対処法及び相談窓口に関する知識、
など。
?健全な金銭観>
欲求の制御、他の人の金銭観、先人の生き方や金銭観、お金で買えない価値、お金に願いを込める、個人の金銭
観と社会のあり方、など。
D．キャリア教育に関する分野
この分野は主に「ア．働く意義と職業選択」、「イ．生きる意欲と活力」、「コ．社会への感謝と貢献」に関係し、他
の目標とも広く関連する。
?働く意義と職業選択>
勤労体験、お金の価値の重さ、働くことの社会的意義、就労意識、職業選択に向けた情報収集と分析、働き方と
収入、職業選択と生活設計、労働者の権利、など。
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?生きる意欲と活力>
人々の活動と願い、自分の夢、付加価値を高めるための努力、起業シミュレーション、企業経営と金融、金銭価
値に還元されない活動、など。
?社会への感謝と貢献>
相互依存関係の理解、きまり・ルール・法の遵守、周りへの感謝、はたらきかけの仕方、お金の生かし方、など。」??。
この『金融教育プログラム―社会の中で生きる力を育む授業とは―』は、以上のように、金融教
育の具体的な目標と内容について提案しているだけでなく、学校における金融教育の指導計画の作
成と実施、初等・中等教育機関でのそれぞれのレベルに対応した金融教育のあり方についても提案
している。
ただ、現行の学習指導要綱では、高校の「政治・経済」を除いて、「経済教育」や「金融教育」と
いった分野は設定されていないので、授業の中でどう取り組んでいくか、という課題は残る。そし
て、学校における「経済教育」、「金融教育」の成果として、どれだけ「社会の中で生きる力を育む」
ことができたか、という点だけでなく、「自分の暮らしや社会について深く考え、自分の生き方や価
値観を磨きながら、より豊かな生活やよりよい社会づくりに向けて、主体的に行動できる態度を養」
うことができたか、が問われることになる。
４ 学習指導要綱と小中学校の経済教育・金融教育
４-１ 学習指導要綱と経済教育・金融教育
学校教育の基本的な枠組みを規定する学習指導要領では、経済教育・金融教育に関係する分野は、
小学校では「生活」、「社会」、「家庭」、「道徳」、「総合的な学習の時間」、「特別活動」、中学校では「社
会科（公民的分野）」、「技術・家庭（家庭分野）」、「道徳」、「総合的な学習の時間」、「特別活動」、高
等学校では、「公民（現代社会／政治・経済）」、「家庭」、「総合的な学習の時間」、「特別活動」など
である。
以下、学習指導要綱から経済教育に関連した分野の小・中学校における「社会」と「社会科」だ
けを抜粋する。「目標」や「目的」をみても、学校における経済教育とは、公民教育の一環である。
小学校「社会」
第1 目標
社会生活についての理解を図り、我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を育て、国際社会に生きる民主的、平和
的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養う。
第2 各学年の目標及び内容
〔第3学年及び第4学年〕
1 目標
(1) 地域の産業や消費生活の様子、人々の健康な生活や安全を守るための諸活動について理解できるようにし、
地域社会の一員としての自覚をもつようにする。
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2 内容
(2) 地域の人々の生産や販売について、次のことを見学したり調査したりして調べ、それらの仕事に携わって
いる人々の工夫を考えるようにする。
ア 地域には生産や販売に関する仕事があり、それらは自分たちの生活を支えていること。
イ 地域の人々の生産や販売に見られる仕事の特色及び国内の他地域などとのかかわり
〔第5学年〕
1 目標
(1) 我が国の産業の様子、産業と国民生活との関連について理解できるようにし、我が国の産業の発展に関心
をもつようにする。
2 内容
(1) 我が国の農業や水産業について、次のことを調査したり地図や地球儀、資料などを活用したりして調べ、
それらは国民の食料を確保する重要な役割を果たしていることや自然環境と深いかかわりをもって営まれて
いることを考えるようにする。
ア 様々な食料生産が国民の食生活を支えていること、食料の中には外国から輸入しているものがあること。
イ 我が国の主な食料生産物の分布や土地利用の特色など
ウ 食料生産に従事している人々の工夫や努力、生産地と消費地を結ぶ運輸の働き
(2) 我が国の工業生産について、次のことを調査したり地図や地球儀、資料などを活用したりして調べ、それ
らは国民生活を支える重要な役割を果たしていることを考えるようにする。
ア 様々な工業製品が国民生活を支えていること。
イ 我が国の各種の工業生産や工業地域の分布など
ウ 工業生産に従事している人々の工夫や努力、工業生産を支える貿易や運輸の働き
3 内容の取扱い
(1) 内容の（1）のウについては、農業や水産業の盛んな地域の具体的事例を通して調べることとし、稲作のほ
か、野菜、果物、畜産物、水産物などの生産の中から一つを取り上げるものとする。
(2) 内容の（2）のウについては、工業の盛んな地域の具体的事例を通して調べることとし、金属工業、機械工
業、石油化学工業、食料品工業などの中から一つを取り上げるものとする。
〔第6学年〕
1 目標
(2) 日常生活における政治の働きと我が国の政治の考え方及び我が国と関係の深い国の生活や国際社会におけ
る我が国の役割を理解できるようにし、平和を願う日本人として世界の国々の人々と共に生きていくことが
大切であることを自覚できるようにする。
2 内容
(2) 我が国の政治の働きについて、次のことを調査したり資料を活用したりして調べ、国民主権と関連付けて
政治は国民生活の安定と向上を図るために大切な働きをしていること、現在の我が国の民主政治は日本国憲
法の基本的な考え方に基づいていることを考えようにする。
ア 国民生活には地方公共団体や国の政治の働きが反映していること。
イ 日本国憲法は、国家の理想、天皇の地位、国民としての権利及び義務など国家や国民生活の基本を定めて
いること。
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中学校「社会」
第1 目標
広い視野に立って、社会に対する関心を高め、諸資料に基づいて多面的・多角的に考察し、我が国の国土と歴史に
対する理解と愛情を深め、公民としての基礎的教養を培い、国際社会に生きる民主的、平和的な国家・社会の形成者
として必要な公民的資質の基礎を養う。
第2 各分野の目標及び内容
〔公民的分野〕
1 目標
(1) 個人の尊厳と人権の尊重の意義、特に自由・権利と責任・義務の関係を広い視野から正しく認識させ、民
主主義に関する理解を深めるとともに、国民主権を担う公民として必要な基礎的教養を培う。
(2) 民主政治の意義、国民の生活の向上と経済活動とのかかわり及び現代の社会生活などについて、個人と社
会とのかかわりを中心に理解を深めるとともに、社会の諸問題に着目させ、自ら考えようとする態度を育て
る。
2 内容
(1) 現代社会と私たちの生活
ア 現代日本の歩みと私たちの生活
現代日本の発展の過程と国際化の進展のあらましについて理解させるとともに、現代社会の特色に気付か
せる。その際、高度経済成長から今日までの我が国や国際社会の変容について、国民生活と関連させて理解
させるとともに、国際社会における我が国の役割について考えさせる。
イ 個人と社会生活
家族や地域社会などの機能を扱い、人間は本来社会的存在であることに着目させ、個人と社会とのかかわ
りについて考えさせる。その際、現在の家族制度における個人の尊厳と両性の本質的平等、社会生活におけ
る取決めの重要性やそれを守ることの意義及び個人の責任などに気付かせる。
(2) 国民生活と経済
ア 私たちの生活と経済
身近な消費生活を中心に経済活動の意義を理解させるとともに、価格の働きに着目させて市場経済の基本
的な考え方について理解させる。また、現代の生産の仕組みのあらましや金融の働きについて理解させると
ともに、社会における企業の役割と社会的責任について考えさせる。その際、社会生活における職業の意義
と役割及び雇用と労働条件の改善について、勤労の権利と義務、労働組合の意義及び労働基準法の精神と関
連付けて考えさせる。
イ 国民生活と福祉
国民生活と福祉の向上を図るために、国や地方公共団体が果たしている経済的な役割について考えさせる。
その際、社会資本の整備、公害の防止など環境の保全、社会保障の充実、消費者の保護、租税の意義と役割
及び国民の納税の義務について理解させるとともに、限られた財源の配分という観点から財政について考え
させる。
以上の学習指導要綱から見えてくるわが国の経済教育の基礎的な視点は、公民教育としての経済
教育である。この点は、不安定化する現代経済のもとで生活する国民にとって、むしろより重視さ
れる基礎的な視点である。「民主主義に関する理解を深めるとともに、国民主権を担う公民として必
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要な基礎的教養」（中学校学習指導要綱）は、現代の経済社会が抱えこんださまざまな問題を正確に
認識し、解決していくために不可欠であるからである。
国民一人一人が公民的資質をもち、「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発
展に寄与する」（「教育基本法第2条（教育の目標）」）ことは、マネーゲーム化し、目前の利益を求
めて暴走する不安定な現代経済に対して、教育的な歯止めとなって作用すると考えられる。
だが、学校現場で経済教育や金融教育を実践することは、そう容易なことではない。それは、経
済関連科目が受験科目として選択されにくく、また授業時間数も限定されている、といった問題に
解消されない。とくに、金融教育については、学校や教員のサイドで、マネーや金融についての教
材・知識・体制が行き渡っていない。そのため、考えさせ、実践させる授業、たとえば、児童や生
徒に対して、経済実態に即したロールプレーなどの実践的、体験的な授業を構築しにくい、などさ
まざまな困難が伏在している。
だが、こうした困難をかかえつつも、モデル校として金融教育を実践した学校があるので、以下、
若干紹介しておこう。
４-２ 中学校における金融教育の事例研究―群馬県明和中学校
群馬県邑楽郡明和町立明和中学校は、2005年度から2年間、群馬県金融広報委員会から金銭教育
研究校の指定を受けた。その取組の結果は、「金銭教育研究紀要」（2007年 1月 19 日）としてまとめ
られたので、以下は、この「金銭教育研究紀要」を参考資料にして、現行の中学校の授業のなかで、
「金銭教育」が取り入れられた場合の特徴と問題点を紹介する。
まず、全体計画（表3参照）からわかるように、金銭教育は、中学校の各教科、特別活動、道徳、
総合的な学習の時間のそれぞれの授業のなかで、それぞれの分野に即して取り上げられる。教科の
中でも、「社会」、「技術」、「家庭」に分かれ、さらに「社会」も、「公民」、「歴史」のなかでそれぞ
れの分野に即して金銭教育が位置づけられている。この点は、高校、まして大学、とより専門化し
ていく教育現場と違い、さまざまな分野に即しつつ「金銭教育」の授業を担当することになる教員
の苦労は多としなければならない。多様な分野から中学校の「金銭教育」に取り組むことになるの
で、テーマや獲得目標が分散しないためにも、それぞれの分野の特性を活かしつつも、共通した明
確な目標をあらかじめ設定し、そのゴールに向かってアプローチする授業展開が望まれる。
以下、社会科学習だけを取り上げると、そこでの視点は、「『わたしたちの生活と経済』の単元を
通じて、経済・金融社会の概念を理解させることをねらいとした。」??、とされている。指導計画は、
表4を参照されたい。
みられるように、主な学習内容は、「経済って何だろう」、「賢い消費者とは……」、「お買い得な商
品とは……」、「消費と貯蓄どちらが賢明？」、「賢い投資家とは……」、「21世紀の責任者として……」、
といった内容で計画されている。
このうち最後の「21世紀の責任者として……」は、公民教育として「金銭教育」をまとめていく
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内容になっており、学校における経済教育の本来の目的や目標にかなった内容と評価される。
ただ、個々の内容については、今後の研究課題を投げかけているようである。以下、指導計画全
体の取組を評価した上で、なお、気づいたことについて、若干、指摘する。
まず、「経済って何だろう」では、「お金の役割について理解する」前に、そもそも自分たちが生
きていけるのは、父や母の労働によって得た給与や所得があるからであること、お金は、働くこと
なくして手に入らないこと、働くことは社会的な繫がりを持つことでもあること、などを学ぶ必要
があろう。
「賢い消費者とは……」では、商品の購入や支払い方法、多様な販売形態にウエイトが置かれて
いるが、自分たちの健康や環境などの視点も盛り込んで、供給される商品の品質やリサイクルなど
の内容も取り入れる必要があろう。
「お買い得な商品とは……」では、むしろその内容に即すと、「良い商品の生産と流通とは……」
といったタイトルの方がふさわしく思われるが、ここでは企業の社会的責任とモラルも取り上げる
必要があろう。
「消費と貯蓄どちらが賢明？」、このタイトルも、問題の建て方としてあまり適切ではなく、取り
上げられている内容に即すと、「家計のやりくりとお金の循環」といったタイトルで、家計に関係し
た預貯金、保険、年金、住宅ローンといった内容と、取り上げる金融機関も、銀行だけでなく、保
険会社や証券会社なども含める必要があろう。
「賢い投資家とは……」、このタイトルも、あまり適切とは言えず、ここでの内容に即すと、「さ
まざまな金融商品と投資」といったタイトルになると思われるが、ここでは株式会社や株式投資に
ついてだけでなく、ハイリスク・ハイリターン型の金融商品の特徴と問題点を内容として検討する
必要があろう。その際、投資の基準を利回りの向上だけに置くのではなく、社会的責任投資、環境
改善投資、緑化への投資、といった多様な基準があることを検討する。
以上、若干の問題点を指摘したが、実際の授業は生き物であり、その困難は十分推測される。
授業の実践内容を見ると、経済を構造的に理解しやすいように、図式化し、マネーチャート（「家
計から見た経済」、「商業の役割」、「勤労の意義」、「金融の役割」）を活用して学習したら、全体の85％
の生徒から「わかりやすい」との回答を得ている??。
チャートの活用は、これ以外でも、「意思決定チャート」を活用して、経済問題についてそれぞれ
の立場や関心に基づいて評価し、各々の解決方法の長所や短所を考慮しながら、経済についての認
識を深めている。生徒からも、「考えられたことをまとめられる」、「自分の考えを各々の立場で書く
ことができる」??、といった感想が寄せられた。
そして最後に、公民教育としてどのような成果が定着したかは、以下の生徒のプレゼンテーショ
ン資料からうかがわれる。この生徒は、「自分が社長になったら企業をどうするか？」と問いかけ、
「消費者のため」、「労働者のため」、「株主のため」、とそれぞれ方針を語り、「まとめ」として、「こ
うして自分が企業の社長になったと仮定して考えてみると今、日本にある企業の多くのようにただ
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表３ 平成18年度金銭教育全体計画
（出所：群馬県邑楽郡明和町立明和中学校「金銭教育研究紀要」（2007年 1月 19日）、7ページ。）
教育関係法規
・学習指導要領
・県教育行政方針
・町教育行政方針
・経済のグローバル化
・ITの発展・普及
・金融商品の多様化
・消費リスクの多様化複雑化
時代や社会の要請
･ITの普及が進み、新たな消費
傾向が進んでいる。
・高度化・複雑化した社会に対
応しきれていない。
生徒の実態
・確かな学力を身につけ、人間
性豊かな生徒。
保護者（地域）の願い
教師の願い
・主体的に学習に取り組み、思
いやりのある行動がとれ、健
康な心身をもった生徒。
学校教育目標
・自ら学び、深く考える生徒
・心豊かで、思いやりのある生徒
・健全で、意志の強い生徒
（全校一心）
志を持ち熱く燃える生徒の育成?
平成18年度学校像
平成18年度校内研修主題
自立した学びを育む授業の創造
望ましい将来設計能力を育む金銭教育の指導
確かな金銭感覚を身に付け、生き生きと学ぶ生徒の育成
平成18年度 金銭教育研究主題
金銭教育の目標（ねらい)
教科（社会科・技術／家庭科）・道徳・特別活動・総合学習の時間において正しい消費能力などの望まし
い金銭感覚を高めるアクションプランニング、分かる・求める・実践する）を活用した実践研究を積み
上げ、確かな金銭感覚を身に付け、生き生きと学ぶ生徒の育成を図る
平成18年度 金銭教育の努力目標（数値目標)
・80％以上の生徒が、ものやお金を大切にした行動をとることができる。
・80％以上の生徒が、主体的に将来への見通しをもち、目標に向かって努力することができる。
第2学年の重点目標
健全な消費生活能力と勤労観をもち、実
生活に生かせる生徒を育成する。
第3学年の重点目標
国民生活と福祉、国や地方公共団体、金
融機関の経済的な役割を理解し、主体的
に将来を設計できる生徒を育成する。
環境や資源に配慮し、ものやお金を大切
にする心をもった生徒を育成する。
第1学年の重点目標
〇金融教育の地域・家庭への啓
発
・学校、学年通信
・PTA新聞（広報）
・夏季休業のしおり
・金銭教育講演会
〇地域の教育力の活用
・金融広報アドバイザー
・金融機関関係職員
〇地域活動への参加
・ボランティア体験
・VSの日
・地域清掃
地域・家庭との連携各教科・特別活動・道徳・総合的な学習の時間における金融教育のねらいと能力
教
科
社
会
?公民> ?国民生活と経済」では価格の働きや生産、企業の役割と責任、金融などを扱い、
身近な消費生活を中心に経済活動の意義と意思決定能力を育てる。「国民生活と福
祉」では消費者保護、租税、社会保障、環境などを通して消費者として主体的に
判断していく生活環境を理解させる。
?歴史> 古代では、貨幣と貨幣経済の始まりや室町時代の経済の発展、江戸時代の財政改
革について理解できる知識理解力を育てる。
?技術> ?B情報とコンピュータ」では ITの活用における情報モラルなどのリテラシーを
身に付けさせる。
?家庭> ?B家族と家庭生活」の「家庭生活と消費」を中心に、販売方法の特徴や消費者保
護について知り、生活に必要な物資・サービスの適切な選択、購入及び活用がで
きるようにし、計画実行できる力を育てる。
技
術
・
家
庭
道
徳
・ものや金銭を大切にする態度の育成や節度と節制、理想の実現、人間愛や感謝の心、勤労や
福祉、社会連帯などの内容で、金銭教育を生かした指導を進め、健全な金銭感覚や人、もの
を大切にする態度を育てる。
・ものや金銭を大切にする活動、公共の福祉に関する活動、奉仕・勤労活動、自然や環境保全
にかかわる活動リサイクルなどの資源を大切にする活動などの豊かな体験を通じて道徳的価
値の自覚を深めさせる。
特
別
活
動
?学 級 活 動> ・ボランティア活動の意義の理解や健康で安全な生活態度や習慣の形式、望ま
しい職業観・勤労観の形成、主体的な進路の選択と将来設計ができる能力を
育てる。
?生徒会活動> ・ボランティア活動を通じて教科や道徳で培われた能力を実践できる能力を育
てる。
?学 校 行 事> ・勤労生産・奉仕的行事を通じて、生産活動の意義と奉仕の心に関わる主体的
な実践能力を育てる。
総
合
的
な
学
習
の
時
間
・「職業について知ろう」の活動を通じて、主体的に勤労に関わろうとする態度を育てる。
・「職場体験学習」を通じて、健全な勤労観と職業観及び労働の対価としての金銭感覚について
理解し、行動していく態度を育てる。
・「国際理解学習」を通じて、各国の生活実態について理解し、自らの生活を顧みる態度の育成
と積極的にボランティアに携わろうとする態度を育てる。
・「福祉・ボランティア学習」を通じて、従来の活動の成果の実践的な能力を育む。
PTA（保護者）
学区内小学校・高等学校
金融広報委員会
金融機関
その他地域関係団体
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利潤を求めるのではなく、環境保護をすることも大切だとおもいました。……」、と締めくくってい
る??。生徒がこうした認識に達したことは、ここでの「金銭教育」の大きな成果と評価される。
表４ 社会科学習における金銭教育の実践―指導計画 わたしたちの生活と経済
? 研究の実践
1 教科の実践
(1) 3年社会科
① 社会科学習における金銭教育の視点
金銭教育は、消費者教育やキャリア教育など広いカテゴリーを含むものであるが、社会科では3年生の公
民的分野において、経済・金融に着目して実践を行った。「わたしたちの生活と経済」の単元を通じて、経済・
金融社会の概念理解させることをねらいとした。また単元を再構成して、情報を収集したり発信したりしな
がら、意思決定ができる場面を学習課題として設定し、将来設計能力の基礎である、自らの意思を決定する
能力の育成を図った。
② 実践の概要
ア 指導計画 わたしたちの生活と経済
時 過程 主な学習内容(学習活動) 留意点（支援や資料活用等) 形態 評価項目
1
つ
か
む
・お金の役割について理
解する。
〇家計を通して三つの主
体について知る。
〇所得と消費の関係を家
計を通して考える。
〇貨幣の意義について発表させ、価値の交
換、保存、尺度の概念を理解させる。
〇モデル家計簿からお金の流れについて理
解させ、単元の構成図（構造チャート?）
を示して学習の方向性をつかませる。
・収入と支出や貯蓄の関係と配分が重要で
あることを押さえる。
一斉
・お金の役割について
理解できる。（知）
【ノート】
・経済の主体について
理解できる。（知）
【構造チャート】
2
 
3
い
ど
む
①
〇商品購入の様々な方法
について理解し、消費
者が商品やサービスを
購入する際、自ずと選
択の原理が働いている
ことに気づく。
〇支払い方法の種類と特
性について調べる。
〇多様な支払い方法につ
いて考え、消費者主権
に気付く。
〇家計からの消費、特に商品の購入をネッ
トショッピングのHPと店頭販売のチ
ラシを例に様々な形態とその消費者トラ
ブルについて、調べさせる。
・広告を見る視点から消費者主権について
考えさせるようにする。
〇ニーズとウォンツの違いをつかませた
後、家計（小遣い）の黒字分をどうする
か、リスクやリターンを話し合わせて、
意思決定チャートを作成させる。
小集団
個別
・多様な販売形態や支
払い方法について特
性を調べることがで
きる。 （技）
【ノート】
・多様な消費の特性を
ふまえて、主体的な
考えを述べている。
（判）
【意思決定チャート】
4
 
5
い
ど
む
②
〇市場経済と価格の仕組
みについて理解する。
・流通に携わる業者の役
割や、流通の合理化に
ついて理解する。
〇商品の価格の決まり方
について考え、事例を
通して理解する。
〇消費とは商品と金銭を
交換することであり、
商品が多様な経路を経
て、消費者に届くこと
を 理 解 し て、構 造
チャートに記入する。
〇家電小売店と量販店、オンラインショッ
ピングでの買い物をシミュレーションさ
せることで、流通について調べさせる。
〇地元のキュウリの出荷量と出荷価格の関
係から需要と供給、市場経済全体につい
て理解させる。
・公共料金についても触れる。
〇流通経路を経て、企業にたどり着いた資
金は、資本となって商品を生産するとい
う資本主義経済のしくみを構造チャート
を用いて理解させる。
〇同じ品物をどこで入手するのかを話し合
わせて、意思決定チャートに記入させる。
一斉
小集団
個別
・多様な流通形態の特
性を、調べることが
できる。 （技）
【ノート】
・価格について理解し
ている。 （知）
【ノート】
・商品によって購入方
法の違いを考え、主
体的に判断してい
る。 （判）
【意思決定チャート】
〇貯蓄されたお金の行方
を追究し金融の果たす
〇住宅ローンを手がかりに、収入以上の買
い物をするために、貸し手や借り手が存
・銀行の役割について
理解することができ
58 山 田 博 文
経済って何だろう
賢い消費者とは……
お買い得な商品とは……
消費と貯蓄どちらが賢明？
6
い
ど
む
③
役割について理解す
る。
〇消費と貯蓄について考
える。
〇家計・金融機関から出
たお金がどのように社
会を回るのかを、構造
チャートにしてまとめ
ていくことで次の学習
の見通しを立てる。
在すること、構造チャートから貯蓄に
回った資金が、企業の活動資金や生活の
資金として円滑に循環していくために金
融機関があることを企業の資金調達の資
料などから調べさせる。
・中央銀行としての日本銀行の役割につい
ても銀行の資金調達という観点から理解
させる。
〇消費と貯蓄のどちらが「賢明」なのかを
経済社会全体を見通して話し合わせて意
思決定チャートを作成させる。
小集団
個別
る。 （知）
【構造チャート】
・貯蓄と消費の意義を
考えている。（思）
【意思決定チャート】
7
 
8
 
9
い
ど
む
④
〇企業の役割、株式の仕
組みについて調べる。
〇企業の果たす役割を理
解し、構造チャートに
学習成果を重ね合わせ
る。
〇職業の意義や勤労者の
権利について知る。
〇投資をする価値のある
企業について考える。
〇企業のはたらきについて調べさせ、投資
する価値のある企業のあり方について、
HPなどから考えさせる。
〇家計の維持という観点から勤労について
考えさせ、職業の意義や勤労者の権利に
ついて、調べさせる。
〇投資をする価値のある企業について、話
し合わせ、意思決定チャートに記入させ
る。
一斉
小集団
・企業の役割や株式に
ついて理解してい
る。 （知）
【構造チャート】
・投資する価値につい
て考えている。
（判）
【意思決定チャート】
10 11 12
わ
か
り
あ
う
〇ポスターセッションを
行い、経済の循環につ
いてまとめ、消費者と
して、生産者として、
企業家として、国民と
しての提言をまとめ
て、発表する。
〇家計から出た資金が企業や金融機関など
を経由し、家計に戻り循環していくこと
を学習グループを一つの経済主体とした
ポスターセッションを通じて理解させ
る。
〇それぞれの主体が社会全体について果た
す社会的な責任について「まとめシート」
に記入させ、学習のまとめを図る。
・消費者の権利、勤労の意義や労働者の権
利、公害の防止と環境保全等の企業の社
会的な責任についてもふまえた内容にな
るようにする。
小集団
・学習をまとめて発表
している。 （表）
【ポスターセッショ
ン】
･経済主体者として、
学習成果をまとめて
自らの意思を表明で
きる。 （思）
【意思決定チャート】
（出所：群馬県邑楽郡明和町立明和中学校「金銭教育研究紀要」（2007年 1月 19 日）、9～10ページ。）
５ まとめ
激動する現代日本の経済社会に対応する経済教育や金融教育について、学校教育として本格的に
取り組んでいくことは、火急の課題であるとはいえ、そう容易なことではない。
決して十分とは言えない本稿での検討結果から見えてきたことは、以下のような残されたさまざ
まな課題である。
1．大枠として言えるのは、現行の学習指導要綱の改正も視野に入れながら、新しい経済教育、金
融教育の内容をどう整合的に実施していくのか、2．そもそも学校における経済教育、金融教育の内
容をどう編成するか、3．経済教育、金融教育の内容に沿った教材の開発、教員の研修、4．実体経
済の担い手である家庭、企業、政府・自治体などの外部からの協力体制の構築、などの諸課題を達
成することが必要であろう。
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